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年金委員のみなさんが知っておくとためになる「年金委員知
し

っ為
ため

情報」。今回のテーマは「国民年金の産前

産後期間の保険料免除制度」です。日本年金機構が7月上旬からの地域型年金委員の広報テーマにあげている

のが、これです。理由は、今回の「地域型年金委員のお仕事⑽」でもふれていますが、7月が国民年金保険料

の免除申請のサイクル（年度）が切り替わるタイミングだからです。毎年7月1日から新しい年度の国民年金保

険料免除・納付猶予の申請受付が一斉にスタートします。この切り替え期に合わせて、ほかの免除制度ととも

に、特に周知が必要な「産前産後期間の免除制度」もテーマにあげて、地域住民に集中的にアプローチを図っ

ているのです。 

●目的は次世代育成支援のため 

―国民年金第1号被保険者の産前産後期間の保険料を免除し、免除期間は満額の基礎年金を保障― 

国民年金の産前産後期間の保険料免除制度は、次の世代を育成支援するため、国民年金の第１号被保険者

の産前産後期間（出産予定日の前月から4か月間。双子などの多胎妊娠の場合は出産予定日の3月前から6か月

間）の保険料（令和8年度は月額17,920円）を免除し、免除期間については満額の基礎年金を受けられるよう

年金額を計算する（保障する）というしくみで、平成31年4月に始まりました（平成31年2月以降に出産した方

が対象）。 

国民年金の産前産後期間の保険料が免除される対象者は年間20万人程度が見込まれ、そのための財源とし

ては、国民年金の被保険者全体が現在支払っている国民年金保険料を月額100円程度引き上げて、これに対応

しています。 

●免除の手続きは出産予定日の 6 か月前から届出可能 

保険料が免除されるには、免除される方がご自身で

市区町村の窓口で届出を行う必要があります。届出は、

出産予定日の 6 か月前からできます。くわしくは日本

年金機構のホームページまで。 

→https://www.nenkin.go.jp/service/kokunen/menjo/20180810.html 

●令和8年10月からは育児免除制度が始まります 

 国民年金第1号被保険者でお子さんを育てている方

は、令和8年10月から、申請することにより、国民年金

の保険料が免除されます。 

免除される期間は、お子さんが1歳

になる誕生日の前月までで、免除され

た期間は、将来受ける老齢基礎年金額

において、保険料を納付した場合と同

じように計算された年金額を受ける

ことができます。 
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国民年金の産前産後期間の保険料免除制度 
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地域型年金委員のみなさんは、お住いの地域で日々、年金制度について広報されていることでしょう。今回

のテーマは「免除・納付猶予の申請をアドバイスしよう！」です。国民年金保険料の免除・納付猶予制度は7

月から翌年6月までを1サイクル（1年度）としているため、新年度の受付が始まる7月1日が毎年の申請時期の

スタートとなります。ただし、保険料の未納分がある場合は、過去2年1か月前までさかのぼっていつでも申請

できますし、失業や倒産をした場合は、所得に関わらず審査を受けられる特例がありますので、退職・廃業後

すみやかに申請するよう、お伝えください。 

◆国民年金保険料の免除・納付猶予制度とは？ 

国民年金保険料を納付することが経済的な理由で困難な場合は、保険料の「免除」または「納付猶予」（50

歳未満対象、学生は「学生納付特例制度」の対象）を利用することができます。この制度を利用することで、

将来の年金受給権を確保できるだけでなく、万一の事故などにより障害を負ったときは障害基礎年金を受給で

きることにもなります。 

◆免除・納付猶予の申請、ここに注意！ 

免除・納付猶予ができるのは、⑴過去期間：申請書が受理さ

れた月から2年1か月前まで、⑵将来期間：翌年6月分まで（1月

～6月に申請した場合はその年の6月まで）――です。 

ただし、1枚の申請書で申請できるのは、7月から次の年の6月

までの12か月分となりますので、必要に応じて、複数の申請書

を提出することになります。例えば、令和8年7月に、過去期間

として令和6年6月分から令和8年6月分の2年1か月分と、将来期

間として令和8年7月分から令和9年6月分までの1年分を申請す

る場合は、 

① 令和5年度分（令和5年7月分～令和6年6月分、ただし、令 

和6年5月分以前は時効により申請できません。） 

② 令和6年度分（令和6年7月分～令和7年6月分） 

③ 令和7年度分（令和7年7月分～令和8年6月分） 

④ 令和8年度分（令和8年7月分～令和9年6月分） 

――の4枚の申請書が必要となります。 

免除・納付猶予の申請書の提出先は、住所地の市区役所・町

村役場の国民年金担当窓口、または年金事務所（郵送による提

出可能）です。なお、失業・倒産・事業の廃止などを理由に申

請する場合は、証明書類（雇用保険受給資格者証または雇用保

険被保険者離職票のコピーなど）といっしょに提出してくださ

い。 
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国民年金保険料の免除・納付猶予の申請をアドバイスしよう！ 
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